
下呂市監査告示第３号

地方自治法（ 昭和22年法律第67号） 第199条第14項の規定により、令和２年度定期監査

の監査結果に基づき講じた措置について、下呂市長から通知がありましたので、公表します。

令和３年５月18日

下呂市監査委員 都竹基己

下呂市監査委員 今井能和



令和２年度 定期監査結果 指摘事項に伴う措置状況

１ 下呂市移住促進住宅購入費等助成事業補助金交付要綱について 担当課： 市民活動推進課

指 摘 事 項 措 置 状 況

下呂市移住促進住宅購入費等助成事業補助金交付要綱の第３条に補

助対象者の要件が定められ、第３号のアには、「 下呂市に転入した日か

ら起算して２年以内に、本補助金の対象となる工事又は売買契約が完

了する者」 と定められている。

転入前に住居を取得した事例を補助対象としていたため、担当課に

この規定の解釈について確認したところ転入前であっても、補助要件

に該当するとのことであった。これは、市民からの問い合わせに対し、

担当課として疑義が生じたため、法令担当部局にこの規定の解釈につ

いて見解を求めたところ、転入前においても補助対象とする旨、判断

されたとのことであった。

例規の内容について誤った解釈をした場合、市民の不利益に繋がる

可能性も否定できず、また、担当者が判断を誤るようなことがあって

はならないことから、要綱の趣旨に掲げる目的を達成するため、誰に

でも正しく同一に解釈される内容に改正にされたい。

（ 措置済）

左記のご指摘について、市民活動推進課での判断を、第一法規（ 株）

の法制相談に照会したところ、「 下呂市移住促進住宅購入費等助成事業

補助金交付要綱の第３条第２号において、住宅の新築、購入、賃借した

日を平成 27 年４月１日の基準日以後であることを定めており、第３号

の適合性について判断する場合にも、住宅の取得時期については第２号

の規定によることとなり、基準日を基準にそれ以後であることとしてい

ますので、転入前であっても、補助要件に該当することになると考えま

す。」との回答をいただきました。担当課としての対応は一貫しており、

補助対象の可否の判断に問題はないと考えます。

しかしながら、ご指摘のとおり、解釈が異なることを避けるため、

次のように要綱を改め令和３年４月１日から運用しています。

→変更後 第３条第３号ア「 下呂市に転入した日以降３年以内に、

本補助金の対象となる工事又は売買契約が完了する者。並びに、下呂

市へ転入する前に下呂市への定住を目的に新築及び中古住宅購入、改

修する者については、下呂市への転入前の１年以内に本補助金の対象

となる工事又は売買契約が完了した者。」 に改めました。



２ 下呂市庁議等設置規程について 担当課： 企画課

指 摘 事 項 措 置 状 況

市政の基本方針、重要施策の審議決定及び市組織内の総合調整を行

い、計画的かつ効率的な市行政の推進を図るための会議として、下呂

市庁議等設置規程第２条に政策会議と部長会議を規定し、第４条第４

項に部長会議の定例会は、「 原則として毎月第３月曜日に開催する。」

と定めている。部長会議の開催状況について確認したところ、実際に

は毎週金曜日に開催されていることから、実態に合わせて規程を改正

されたい。

（ 改善中）

開催の実態と規程の整合がとれるよう、規程を改正します（ 令和３

年８月１日施行予定で進めています）。



３ 下呂市公文書規程について 担当課： 総務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

下呂市公文書規程第２条第１項に文書とは「 市において取り扱う書

類及び各種記録（ 印刷物、図表、図面、写真等によるものを含む。） を

いう。」と規定され、下呂市情報公開条例第２条第２項に行政情報とは

「 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図面及び電磁

的記録（ 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られた記録をいう。以下同じ） であって、当

該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が管理

しているものをいう。」 と規定されている。

情報公開の対象は当該実施機関が管理している行政情報であり、下

呂市公文書規程の文書と同様であると考えられることから、文書と行

政情報の定義が同一であることの必要性について精査されたい。

（ 改善中）

同一のものとなるよう改正の検討を進めます。また、公文書規程は

訓令であり外部に向けた例規ではない状態ですが、公文書は市民共通

の財産であるという認識のもと、規程の条例化の検討も進めていきま

す。条例化に向けては保存年限の見直しや保存場所の見直しなど合わ

せて解決すべき問題が多数あり、改正も含めたそのスケジュールを本

年度中に策定する予定です。



４ 旅費に係る事務処理について 担当課： 総務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

職員の出張等に係る旅費の請求手続きについては、下呂市職員等の

旅費に関する条例第11条に規定され、更にその様式は下呂市職員等の

旅費に関する条例施行規則（ 以下「 規則」 という。） 第８条第１項第１

号に「 第１号の２から第５号までに掲げる旅費以外の旅費を請求する

場合には、様式第２号」 と規定されている。

令和２年 10 月に行われた移転料と着後手当の支払い処理について

旅費の支給対象者本人から提出される様式第２号により処理すべきと

ころ、債権者から請求書を徴取することができない場合に使用するこ

ととしている支出調書によって処理されている事案を確認した。日当

や宿泊料等と比べ移転料や着後手当を支給する例は稀であるが、それ

故条例、規則に定められた様式により適正な事務処理をされたい。

（ 措置済）

以後、定められた様式により適正な事務処理を行います。



５ 下呂市職員衛生管理規程の運用について 担当課： 総務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

市職員及び職場の衛生管理等を運用するための下呂市職員衛生管理

規程（ 以下「 規程」という。）第３条には「 職員の衛生管理については、

労働安全衛生法（ 昭和47年法律第57号。）及び地方公務員法（ 昭和25

年法律第261号） 並びにこれらに基づく命令に定めるもののほか、こ

の規程の定めるところによる。」と規定されている。さらにその管理体

制を構築するため、第６条に役職名等、第７条にはその職務が規定さ

れ、その役職の一つとして「 健康管理医」 が掲げられている。

健康管理医は、国家公務員法付則第16条の規定により、労働安全衛

生法（ 以下「 安衛法」 という。） の適用を受けない国家公務員の保健及

び安全保持についての基準等を示した「 職員の保健及び安全保持」（ 昭

和48 年３月１日号外人事院規則10－４） 第９条に規定された医師が

就く役職である。安衛法の適用を受ける下呂市の場合、職員の保健及

び安全保持第９条に規定される健康管理医に対応した医師が就く役職

は、安衛法第13条に規定されている産業医となる。

この産業医の地方公務員法上の位置づけについて、平成30年10月

18日付総行公第135号で総務省自治行政局公務員部長が各都道府県知

事等宛「 会計年度任用職員制度の導入に向けた事務処理マニュアルの

改訂について（ 通知）」 の中で、地方公務員法第３条第３項第３号に該

当する職（ 助言・調査・ 診断）について、法令に基づき設置されている

職種等における特別職非常勤職員の範囲について限定することとして

いる旨が解説されているとともに、診断を行うものは学校医、学校歯

科医、産業医である旨が明確に示されている。

非常勤の職員に対する対価は、地方自治法第203条の２第１項の規

定に基づき報酬として支払わなければならず、同法同条第５項の規定

に基づき、報酬等の額及び支給方法を規定しなければならないところ、

現健康管理医に対する対価が報償費（ 地方自治法施行規則第15条第２

項別表歳出予算に係る節の区分に示す７節） として支払われている事

（ 措置済）

下呂市職員衛生管理規程及び下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び

費用弁償に関する条例の一部を改正し、適正な事務処理を進めます。

３月議会において「 健康管理医」 を「 産業医」 に改めました。

令和３年度から報酬、費用弁償として支出します。



案が確認されたことから、下呂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用

弁償に関する条例の一部を改正し、適正な事務処理をされたい。



６ 機器類保守業務委託契約の仕様書の作成について 担当課： 税務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

業務委託契約の金額、内容の根拠となる仕様書は、設計金額、最終

的には契約金額にも影響を与えるものである。

はがき等の圧着機保守業務委託契約の仕様について確認したとこ

ろ、一式とされ業務内容や回数等が示されておらず、仕様書の体を成

していないことを確認した。仕様が詳細に示されない限り、委託する

業務の内容が曖昧で、履行確認も何をどのように確認するのかといっ

た疑義が生じるものである。契約に先立ち、市が必要とする業務内容

を具体的にかつ詳細に示した仕様書を作成し、適正な契約事務をされ

たい。

（ 措置済）

業務内容等を示した仕様書に変え、適正な契約事務を行います。



７ 公有財産の管理について 担当課： 財務課・ 商工課

指 摘 事 項 措 置 状 況

下呂市公有財産等の管理に関する規則（ 以下「 規則」 という。）第16

条に「 総務部長は、財産台帳（ 様式第２号） を備え、公有財産の取得、

処分その他の理由に基づく異動があった場合には、直ちにその増減異

動を記録し、附属図面を整理しなければならない。」と規定されている。

この財産の異動増減の記録について、確認したところ、年１回として

いる旨の説明を受けた。財産の異動増減記録は、決算書の財産に関す

る調書に記載する計数の根拠資料となることから、財産台帳への記載

漏れ等があってはならない。市有財産は市民の財産であるという認識

に立ち、財産の異動があったときは、直ちにその異動増減を台帳に記

録し適正な財産管理をされたい。

また、市有地の一部を民間事業所等に貸し付けする場合、規則第17

条に「 部等の長は、財産貸付（ 使用）簿（ 様式第３号）を備えその所掌

に属する公有財産の貸付け、使用許可等について必要な事項を記録し

なければならない。」 と規定されている。

民間事業所との賃貸借契約に基づき貸し付けを行っていながら、財

産貸付（ 使用） 簿に記録していない事案が確認されたので、規則の規

定に基づき適正な事務処理をされたい。

（ 改善中）

【 財務課】

令和３年度より公有財産等の管理主管課として、あらかじめ予算書

から公有財産の取得や解体などの経費を掌握し、四半期ごとに執行状

況を把握することに加え、これらの経費を所管する担当部署に対し、

財産異動があった場合に随時報告する旨を、四半期ごとに周知するこ

とをあわせて行い、漏れのない財産管理と適切な台帳記録に努めます。

【 商工課】

当該土地は、昭和62年に下呂市金山町中津原地内に、企業誘致とし

て市（ 当時金山町） が行った岐阜部品㈱の工場用地内にありますが、

民有地を除く市有地分は、旧法定外公共物か現況地目によるものと思

われます。相当年数が経過し資料も乏しいこともあり、対象地を確定

するには時間を要する（ 現時点で完了未定） と思われますが、指摘の

ように適正な事務処理に努めます。



８ まるかりの里修繕工事の分割発注について 担当課： 農務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

まるかりの里の修繕工事について、コテージ漏水修繕及び管理棟水

回り修繕が同一敷地内の一体事業として行うべきものであるにもかか

わらず、それぞれ少額工事（ 工事費15万円未満） にするため、分割し

て同一時期に発注されていた。

見積書の徴取について設計金額が15万円未満の場合、総務部財務課

が示す「 契約工事統一事項」 により、なるべく ２者以上から徴収する

こととなっている。本件の場合、本来一件の工事として発注し、２者

以上から見積書を徴取すべきであるところ、分割発注することで見積

書の徴取を意図的に１者に留めていること及び今回工事を発注した請

負業者から入札参加資格審査申請書が出されていないことから適正を

欠いている。

（ 措置済）

同一施設ではありますが、コテージの外水栓の漏水修繕と管理棟内に設

置されたシャワールームの設備改修であるため、別の修繕扱いと考えてお

り、少額工事にするために分割した訳ではありません。しかしながら、意

図的に見積書の徴収を１社に絞ったと捉えかねられないため、今後は注意

します。

また、業務を発注した時期は下呂市の住宅リフォーム補助金の時期と重

なっており、業者が捕まらず緊急性を要する修繕にもかかわらず、迅速な

対応が困難でした。

施工業者については地域住民による共同作業時に協力していただいた

業者で、その際に修繕箇所を確認済みだったため、そのまま業務を依頼し

ましたが、令和２年度中に設立された個人事業者であっため、入札参加資

格審査申請書が未提出でした。

尚、現在は指導を行い、入札参加資格審査申請書は提出済みです。



９ まるかりの里コンテナ倉庫購入について 担当課： 農務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

まるかりの里の資材用倉庫とするためのＪＲ貨物中古コンテナ購入

において、設計金額積算の根拠となる参考見積書の徴取がされておら

ず、また仕様書の作成をしないまま、特命随意契約により事業が執行

されている。

設計金額の根拠が明確でないことに加え、市の随意契約ガイドライ

ンの中で、施工伺い作成上の注意点（ 随意契約） として、「 特命随契に

よる場合や、価格の有利性よりも優先される事由によるときは、どの

ような理由で１者しかいないと判断したのか、何をもって価格の有利

性以外を優先したのかを具体的に記載する。」とされており、仕様書が

示されない中古コンテナを特命随意契約によって購入していること

は、適正を欠いている。

（ 措置済）

この倉庫の購入は平成 30 年の災害によって被害を受けた倉庫の代

替えであり、まるかりの里の指定管理者である久野川管理組合の役員

会の中で耐久性、機能性及び、外観等を考慮して中古のＪＲ貨物コン

テナを設置するとの結論に至りました。

中古のＪＲ貨物コンテナという特殊性からインターネットで事前に

価格・ 購入方法を調べたところ、Ｊ Ｒ貨物コンテナはＪ Ｒ系列の業者

が専門に扱っている商品でコンテナそのものの仕入れ価格は決まって

おり、それに下呂市までの送料を足したものが契約金額となります。

下呂市の中で過去にＪＲ貨物コンテナを取り扱かった実績のある業

者は少数でしたが、偶然、まるかりの里の役員の中に過去の取り扱い

実績がある業者が存在し、更に自社のトラックを利用すれば送料を格

安に抑えることが出来るとの話でした（ 実際にインターネット上の取

扱い業者と比較して圧倒的に低価格でした。）。

以上が特命随意契約となった理由ですが、そういった事情が明確に

施工伺いに明記されず、仕様書も無かったため、今後は注意します。



10．創業支援事業者補助金について 担当課： 商工課

指 摘 事 項 措 置 状 況

下呂市内５商工会連携事業として実施された「 地域活力創出のため

の創業者等の支援強化 創業者支援セミナー事業」 に対し、市から補

助金が交付されている。補助金交付申請書等では、金山町商工会長が

申請者になっており、小坂町・萩原町・ 下呂・ 下呂市馬瀬・金山町商工

会の５商工会が共同実施団体となっている。この事業の実施に際し作

成された創業者セミナー受講者募集リーフレットには、主催は下呂市

商工会連絡協議会、事務局は金山町商工会と表示されている。

これらの事実関係から、創業者支援セミナーの事業主体は下呂市商

工会連絡協議会であり、補助金交付申請に係る関係書類の申請者が、

市内全域で事業展開しているにも関わらず、同協議会の事務局である

金山町商工会となっていることについて疑義が生じるものである。

補助金の交付申請等の手続きは、事業主体が行うものであることか

ら、補助金交付申請等は下呂市商工会連絡協議会で行うべきである。

（ 改善中）

ご指摘の通り、当該セミナーの事業主体は下呂市商工会連絡協議会

であるため、今後の補助金交付申請等の手続きは同協議会で行ってい

ただく よう、今年度より事務局に改善の依頼を行いました。



11 下呂市上下水道運営委員会に係る必要事項の定めについて 担当課： 上下水道課

指 摘 事 項 措 置 状 況

下呂市上下水道運営委員会（ 以下「 委員会」 という。） に関し必要な

事項について、下呂市水道事業給水条例第47条第２項では「 規則」 で

定めると規定され、下呂市上下水道運営委員会規則で詳細が規定され

ている。また、下呂市下水道条例（ 以下「 下水道条例」 という。） 第39

条第２項では「 水道事業等管理規程」 で定めると規定されており、同

一の委員会に関する規程であるにも関わらず、その規定内容が異なっ

ている。

委員会に係る規定は下呂市水道事業等管理規程ではなく 、下呂市上

下水道運営委員会規則で定められていることから、下水道条例の委員

会に関する規定について、「 規則」 に改められたい。

（ 改善中）

令和３年度中に下呂市下水道条例を一部改正し「 規則」に改めます。



12 出納取扱金融機関の検査について 担当課： 上下水道課・ 観光施設・ 金山病院事務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

地方公営企業法施行令第22条の5に、「 管理者は、出納取扱金融機

関及び収納取扱金融機関について、定期及び臨時に地方公営企業の業

務に係る公金の収納又は支払の事務及び預金の状況を検査しなければ

ならない。」 と規定されている。

この検査の実施状況について、担当課に確認したところ、管理者に

よる検査は実施していないとのことであったので、会計管理者が実施

する一般会計・ 特別会計の指定金融機関の検査と連携を図るなどして

検査を実施されたい。

（ 改善中）

【 上下水道課】

令和３年度より会計管理者が実施する検査と連携し、検査を実施し

ます。

【 観光施設】

令和３年度より会計管理者が実施する検査と連携し、検査を実施し

ます。

【 金山病院事務課】

令和３年度より会計管理者が実施する検査方法等を習ったうえで、

検査を実施します。



13 地方公営企業における賠償責任の対象となりうる予算執行者職員の指定について 担当課： 上下水道課・ 観光施設・ 金山病院事務課

指 摘 事 項 措 置 状 況

地方公営企業法（ 以下「 企業法」 という。） 第34条に「 地方自治法

第243条の2の2の規定は、地方公営企業の業務に従事する職員の賠

償責任について準用する。（ 以下略）」 と規定されている。

この規定は、職員が故意又は重大な過失により、公金等を亡失する

などした場合、市長の監査要求、監査委員の監査を経て、市がその職

員に対し、損害賠償を求めることを可能とするものである。

地方公営企業の賠償責任に関する監査を実施するためには、企業法

第34条後段の規定（「（ 略）次に掲げる行為をする権限を有する職員又

はその権限に属する事務を直接補助する職員で普通地方公共団体の規

則又は企業管理規程で指定したもの（ 以下略）」） に基づき、「 賠償責任

の対象となりうる予算執行者職員の指定」 を規定していることが前提

となっている。

地方公営企業の担当課に前述の規定について確認したところ、その

旨の規定が認められなかったことから、早急に規定の整備をされたい。

（ 改善中）

【 上下水道課】

令和３年度より下呂市水道事業等管理規程の一部を改正し、賠償責

任の対象となりうる予算執行者職員を指定する規定を整備します。

【 観光施設】

令和３年度より下呂市下呂温泉合掌村事業会計規則の一部を改正

し、賠償責任の対象となりうる予算執行者職員を指定する規定を整備

します。

【 金山病院事務課】

令和３年度より下呂市国民健康保険病院事業財務規則の一部を改正

し、賠償責任の対象となりうる予算執行者職員を指定する規定を整備

します。



14．調定の時期について 担当課： 共通事項

指 摘 事 項 措 置 状 況

地方自治法第231条に「 普通地方公共団体の歳入を収入するとき

は、政令の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して

納入の通知をしなければならない」 と定められている。

ただし、随時の収入のうち各種証明書発行に係る手数料等、担当課

窓口で口頭により現金を収受するような収入については、その性質上

事前に金額を把握することは困難であり事後調定せざるを得ない。こ

のような例外を除き収入に当たっては、先に調定を行うことが前提に

なることから、その都度調定し、それに基づいて収納することが必要

となる。

各課が取り扱う収入の調定状況について確認したところ、調定すべ

き時期に調定されていないもののほか、監査日時点において未調定と

なっている事案が何件か確認されたため、その都度、個 に々指摘した

ところであるが、調定のあり方について、職員に文書、研修等で再度

周知徹底され、収入に係る適正な事務処理をされたい。

（ 改善中）

【 総務課】

今年度より窓口で現金を扱う出納員・ 現金取扱員を対象とした研修

を実施いたします（ ５月実施予定でしたがコロナ蔓延防止により年内

延期）。

この研修の中で正規の事務取扱に対する理解を深め、適正な事務を

行ってまいります。

なお、本研修は今後毎年実施する予定です。



１ 公文書の取扱いについて 担当課： 総務課

監 査 意 見 措 置 状 況

公文書管理は、下呂市公文書規程（ 以下「 規程」 という。） 第35条

の規定に基づき、ファイリングシステムにより管理されている。現行

のファイリングシステムは、公文書として取り扱う媒体について電子

媒体（ 以下「 データ」 という。） ではなく 、従来から紙媒体を想定して

いる。

Ｉ ＣＴ化が進む現在の市役所業務で発生するデータは膨大な量とな

り、その全てを紙媒体として保存することに対して、効率性や経済性

の観点から疑問を抱く ところであり、情報化社会の潮流に公文書管理

の考え方を合わせることの必要性も認められるため、規程及びファイ

リングシステムの中で、データでの公文書保存を認める旨を明文化さ

れたい。

また近年は、行政情報に対する関心が高まる社会情勢で、情報公開

請求件数も増加傾向にあることから、紙媒体、データの別に関わらず、

公文書の種別ごとに規定された保存年限に基づき、確実に保存される

ことを望むものである。

（ 改善中）

現状は情報公開条例第２条第２項に基づき、電磁的記録も実質公文

書として取扱っています。しかしご指摘の通り訓令である公文書規程

にその旨の規定がないため、職員の運用（ 認識） が曖昧になっている

ことは否めません。適切な運用ができるよう規程の今年度中の改正を

します。



２ ごみ処理について 担当課： 環境施設課

監 査 意 見 措 置 状 況

市の事業は、平成27年度から 10年間を計画期間とする下呂市第二

次総合計画（ 以下「 総合計画」 という。） に基づき実施されている。総

合計画は、３つの重点プロジェクト、７つのまちづく り目標及び39の

基本施策で構成され、基本施策のひとつに挙げられている「 循環型社

会」 も重要な施策であり、計画中に掲げた目標値の達成に向け、日々

取り組みが続けられている。

平成30年度から陶磁器食器の再資源化事業を、また、令和元年度か

らペットボトルのラベルはがしによるリサイクル品質の向上により廃

棄量の削減に努めてきたものの、成果指標として掲げた「 １人当たり

の年間家庭ごみ排出量」「 年間最終処分量」 について、令和元年度の目

標値に対する評価は、Ｄ判定（ 目標値の達成（ 達成見込）には程遠い状

況であり、成果を上げるためには抜本的な見直しが必要である。【 目標

に対し 40％未満の達成】）となっており、目標値達成が容易ではないこ

とが伺える。

総合計画は「 もっと住みたい 訪れたい みんなのふるさと わく

わく下呂市」 の実現のため策定され、その実現に向け、市民、市議会、

市役所それぞれの果たすべき役割が示されている。まさに環境問題も、

下呂市が一体となって取り組まなければならない問題である。

この問題は、市民生活に密着する重要な問題であると同時にその処

理に莫大な費用が費やされており課題は山積しているが、今後、総合

計画に掲げた目標値の評価が、向上していく ことを望むものである。

また、ごみ処理施設「 クリーンセンター」は本稼働し、新最終処分場

は、現在建設中であるが、両施設とも恒久的に存続し得るものではな

いことを踏まえ、今後の施設更新に向けた取り組みを計画的に進めら

れたい。

（ 措置済）

令和２年度の第二次総合計画・ 基本計画及び実施計画のローリング

により協議を行い、改善として今後は、第二次一般廃棄物処理基本計

画に掲げるごみ減量化に繋がる施策を実施し、令和６年度の目標達成

を目指しています。

また、施設整備計画（ 次期クリーセンター、最終処分場） について

は、令和３年度から総合計画に盛り込み計画的に実施していきます。


